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に加盟した 1956 年国連扶養料海外取立条約（Convention on the Recovery 





























treaty/data/child_report_2_ja.pdf>（as of December 13, 2019）
2　同条約については，奥田安弘『国籍法と国際親子法』（有斐閣，2004）236頁以下参照。
3　NZの国際私法体系書おいても，英国の判例に依拠して説明されている。代表的なものと
して，B.D. Inglis, Conflict of laws （Sweet & Maxwell, 1959）; P.R.H. Webb and D.J.L. 
Brown, A casebook on the conflict of laws （Butterworth, 1960）; Anthony Angelo, Private 
International Law in New Zealand （Kluwer Law International, 2012）.
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判決の承認及び執行に関する条約（Convention of 15 April 1958 concerning 
the Recognition and Enforcement of Decisions Relating to Maintenance 
Obligations towards Children）と，1973 年ハーグ扶養義務に関する判決の承
認及び執行に関する条約（Convention of 2 October 1973 on the Recognition 
and Enforcement of Decisions Relating to Maintenance Obligations）がそ
4　NZを含むコモンウェルス諸国における同制度の歴史的展開については， K.W. Patchett, 
Recognition of commercial judgments and awards in the Commonwealth （Butterworths, 
1984） pp.3.
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国際的な扶養料の回収に関する条約（Convention of 23 November 2007 on 
the International Recovery of Child Support and Other Forms of Family 







































1980 年法上は，オーストラリアは ”Convention country”に属さないとされて
おり，1956 年国連条約及び 1980 年法 144 条以下の手続は用いない。後述の，
コモンウェルスに属する国に適用される方法によることとされている 11。
8　詳しくは，Paolo Contini, The United Nations Draft Conventions on Maintenance Claims, 
33 AJCL （1953）, pp.543; K. Lipstein, A Draft Convention on the Recovery Abroad of 
Claims for Maintenance, 3 ICLQ （1953）, pp.127.
9　NZの家庭裁判所は，1980年家庭裁判所法（Family Court Act 1980）によって設置された
ものであり，地方裁判所（District Court）の一部門との位置づけである（同法1A条）。
10　なお，同条約の適用事例となったタウランガ家庭裁判所の2007年4月26日・同年5月11





11　Angelo, supra note（3）, p.71.
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－52 （　  ）－
4．コモンウェルス諸国及び「指定国」からの扶養裁判の登録
1980 年法の第 8章 135 条から 143 条は，特定の国で出された扶養料判断の
登録について特別な規定をおいている。ここでの特定の国とは，コモンウェル




現在，”指定国 ”とされているのは，南アフリカ 14，米国カリフォルニア州 15，香









mfat.govt.nz/en/peace-rights-and-security/the-commonwealth>（as of December 13. 2019）
13　1980年 法2条。See, <https://www.justice.govt.nz/family/care-of-children/child-support/
if-a-parent-lives-overseas/>（as of December 13. 2019）:なお，本文の国，地域の区別は，
2019年12月現在の日本国による国家承認の有無に基づいて記載した。
14　Family Proceedings （Designated Country） Notice 1981（SR 1981/263）:1981年 当 時，
南アフリカはThe Commonwealthからは脱退している。そのため指定国の扱いがなされ
た。なお，1994年に再加入している。脱退の経緯については，以下のURL参照。<https://
thecommonwealth.org/our-member-countries/south-africa>（as of December 13. 2019）; 
邦語文献として，小川浩之「「新コモンウェルス」と南アフリカ共和国の脱退（1961年）－
拡大と制度変化－」国際政治136号（2004）79頁以下。
15　Family Proceedings （Designated Country） Notice 1982 （SR 1982/233）.
16　Family Proceedings （Designated Country） Notice 2002 （SR 2002/94）.
17　See, <https://www.justice.govt.nz/family/care-of-children/child-support/if-a-parent-
lives-overseas/>（as of December 13. 2019）
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する，1934 年の判決相互執行法（Reciprocal Enforcement of Judgments Act 
1934：以下，「1934 年法」とする）と，コモンウェルス諸国の裁判所での判
決の承認執行に関して規定される 2016 年上級裁判所法（Senior Courts Act：
以下，「2016 年法」とする。なお，同法には前身の法である，1908 年裁判所
法（Judicature Act）がある。この法については，以下，「1908 年法」とする）












18　なお，英国の1982年民事裁判管轄権法（Civil Jurisdiction and Judgments Act 1982）8
条2項も同様の規定である。
　　（2） Where the order is expressed in any other currency, the amounts shall be converted 
on the basis of the exchange rate prevailing on the date of registration of the order.
19　1908年法では56条が同様の規定であった。
20　Angelo, supra note（1）, p.102.
267
－54 （　  ）－
が発令されており，1990 年の 1934 年法改正及び 2010 年タスマニア間手続法
により，更に相互承認が強化されている。併せて，ベルギー 21 とフランス 22 に
ついても執行評議会勅令により，特別ルールが制定されており，相互性を有す
る国とされる。そして，執行のための登録は高等裁判所（High Court）が担














21　Reciprocal Enforcement of Judgments （Belgium） Rules 1938 （SR 1938/177）
22　Reciprocal Enforcement of Judgments （France） Rules 1938 （SR 1938/176）
23　これは，1992年に，英国のMiliangos判決に倣って，改正した規定である。この改正に
ついては，David Goddard, The Reciprocal Enforcement of Judgments Amendment Act 





25　Angelo, supra note（1）, p.105.
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26　Peter R. Barnett, Res Judicata, Estoppel, and Foreign Judgments: The Preclusive 
Effects of Foreign Judgments in Private International Law, Oxford University Press 
2001, p.50.
27　Angelo, supra note（1）, p.105.
28　自然的正義の概念を用いている英国及びコモンウェルス諸国での利用例については，
John Turner, Enforcing Foreign Judgments at Common Law in New Zealand: In the 
Concept of Comity Still Relevant?, 2013 NZLR 4 p.680.
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1．Ross v Ross [2010] NZCA 447
（1）事実関係及び第一審
29　See, Jack Wass, The enforcement of foreign maintenance orders: what role for the 
common law, [2017] NZLJ 410.
270
－57 （　  ）－



























－58 （　  ）－
（2）判示内容









2．Eilenberg v Gutierrez [2017] NZCA 270
（1）事実関係
本件は，NZ人の Aとメキシコ人の B及び両者の子 Cに関して，Aは，Bと
Cに対し扶養料を支払え，とするメキシコでの判決のNZでの執行が求められた
ケースである。Aと Bは 1995 年にNZのオークランドで出会い，1996 年にメキ
シコで挙式を挙げた。その後両者は，オークランドに居住し，2000 年，同地で
30　Kemp v Kemp [1996] 2 NZLR 454 at 458, Reeves v One World Challenge LLC [2006] 2 
NZLR 184 at [36].
31　なお，NY判決を単なる金銭判決とみた背景には，証拠として提出されたMckinneyの








能な単なる金銭判決といえる，と述べている（Ross v Ross [17]-[20]）。
32　Zaoui v Attorney-General 1 NZLR 577 （SC）.
272
－59 （　  ）－
Cが出生した。2003 年に至り，一家全員でメキシコのクエルナバカに移住した。
しかし，2005 年中頃に Aと Bは別居状態となり，その後 AのみNZに帰国した。
Aは帰国の一週間まえにメキシコシティの家庭裁判所で離婚などを求める訴え
を提起した。これに対し，Bが反訴の形で婚姻解消などを求めた。結局，2006
年 8月家裁はＢの請求を認め，Ａに対し，その年収の 25％を Cに対して扶養料
として仮に支払え等の命令を言い渡した。その後 2007 年 4 月に，「Aは年収の
35％（うち 25％は Cの利益のためのものである），もしくは，毎月 7000 ペソの
うち金額の大きい方で支払え」等の判決が下され，同判決は 2007 年 6月 20日
にメキシコ最高裁により支持された（以下，「メキシコ判決」）。
2007 年 5 月から 2008 年 11 月の間，Aは，Bに，7000 ペソで毎月の支払い
をした。なお，この金額は彼の年間の収入を参照して計算されてはいない。そ
の後は，Aの支払いが滞った。国内歳入部（Inland Revenue Department: 
IRD）が Aにコンタクトをとったところ，Aは Cへの扶養料の支払いのみを
再開し，2016 年 3 月まで継続している。
2016 年 2 月，Bがメキシコ判決に従って支払うべき扶養料の滞納分につい
て Aに支払いを求め，高等裁判所に訴えを提起した。
（2）第一審　EMAJOR v EMAJOR 33 :NZ高裁オークランド登録係
裁判所は，NZ高等裁判所に管轄を認めた上で，メキシコ判決は NZで執行
できるとし，2007 年 8 月 21 日からの支払い可能な滞納分について，Aに対し，
その支払いを命じた。なお，金額については具体的に述べず，「紛争が生じる
場合には，意見書（memoranda）を登録することで，裁判官がこれを決する」







－60 （　  ）－







月 21 日）の 6年前以後の滞納分のみが回収の対象となるとした。
これに対し，Aが上訴した。
（3）判示内容　









































同裁判所は，2017年9月26日に上訴を許可する判決を下している（SC 78/2017 [2017] NZSC 
144）。これが本件にかかる最新の公表された裁判所の判断である。
275
－62 （　  ）－
する承認執行規定ではなく，通常の外国判決承認執行規定の適用に基づいて承
認の可否を論じている。これは同種の判決の今後の性質決定において，意義を

















2．Ross v Ross について
（1）NY州裁判所の判決の承認執行
NZからみると，NY州は，1956 年加盟条約の加盟国でもなく，コモンウェ





－63 （　  ）－















の判例は存しなかったため，この点が Ross v Rossに新規性が認められる。但
し，Ross v Rossは 1980 年法第 8 章が適用される国家からの扶養命令の承認
執行についてはどのように扱うかについて，言及をしておらず，残された問題
となっていた 35。このことが，Eilenberg v Gutierrezで問われることになった。
3．Eilenberg v Gutierrez について
（1）1956 年国連条約と外国判決の承認執行
NZは，1956 年国連条約には 1986 年に加入している。なお，1980 年法は，
35　Wass, supra note（29）, p.410.
277
－64 （　  ）－
同条約加入前から加入を前提とした規定を有していた 36。メキシコは同条約に
署名した 24 の国の一つであるが，批准は 1992 年であった。




されており，Eilenberg v Gutierrezでも Aはこの点は争いえなかったといえ




ローを排除することを明言している一方，2016 年法 172 条がそのような制限










37　Wass, supra note （29）, p.412.
38　（6 October 1978） 421 NZPD pp.4283.
39　Wass, supra note （29）, p.413.
40　Ibid.
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Harrop v Harrop 42 がある。このケースは，ペラ州（現在のマレーシアの州）
において，妻又は子の養育を拒絶した場合，治安判事（magistrate）に対して，
扶養権利者に扶養料の月々の支払を命じることを求めることができるとする，









ヤのペラ地区の裁判所の 1916 年 12 月 13 日の判決は，上記命令を事情の変化
41　[1924] 1 K.B. 807 （CA）.
42　[1920] 3 K.B. 386.
279
－66 （　  ）－
により変更することを認め，1916 年 8 月 9 日から，原告である妻に対して被



















は，「合理的な NZ人の ”良心に衝撃を与える ”（“shock the conscience” of a 
reasonable New Zealander ）」か否かを基準としている 44。
43　Cartwright v Cartwright （No 2） [2002] EWCA Civ. 931など。
44　この公序違反を示す基準は，カナダでは，Beals v Saldanha 2003 SCC 72, [2003] 3 SCR 416.
において，"the enforcement of this judgment would shock the conscience of Canadians"
と表現された。なお，同裁判の上訴人が，"a foreign judgment should not be enforced if 
the award is excessive, would shock the conscience of, or would be unacceptable to, 
reasonable Canadians."と主張していたことに対応している。
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確かに，SHC Corp v O'Brien 45 において，外国判決は判決の金額を支払う
ことを債務者に義務づけている契約相当（an implied contract）により生じた
もとして扱うべきであるとし，「1950 年出訴期限法 4条 4項は外国判決には適
用しない」とした上で，4条 1 項（a）により 6年になるとしている。本件は
これにならったものであろう。但し，この問題については，本判決後にオー
クランド高等裁判所で下された韓国の仲裁判断の執行が NZで求められた，
Yoowoo C & C Development Corp v Huh 46 において，本判決とは異なる外国
判決の出訴期限一般論の説示がある。そこでは外国判決の出訴期限は 1950 年
出訴期限法 4条 4項であるべきとの判断を下しており，本判決とは相容れない
結論を出している。裁判所は，上記 SHC Corp v O'Brienが依拠した，英国の






訴期限法の後継である NZの 2010 年出訴期限法においては，35 条に判決の出
訴期限の規定となっているが，同条 2項は，同法における「判決」の定義中に，
「判決として下された仲裁判断」及び「外国で得た判決」を含むと規定している。
45　HC Wellington CP823/90, 18 April 1991.
46　[2019] NZAR 45.
47　[1971] 2 QB 463.
48　[2019] NZAR 45 at [28]-[44].
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定力） を有するものではないと解するのを相当とする」（大阪高決昭和 32 年 10
50　J. Grodecki, "Enforcement of Foreign Maintenance Orders: French and English 
Practice", 8 ICLQ 18, 34 （1959）; H. Foster and D. Freed, "Modification, Recognition and 
Enforcement of Foreign Alimony Orders", 11 Cat. WL Rev. 280, 284 （1975）
51　Lord Collins of Mapesbury and Others, Dicey, Morris & Collins on the Conflict of Laws 
15th. ed., Sweet & Maxwell, 2012, p.1095 note 890.
52　Ibid., p. 1096.






－71 （　  ）－









認できるとの理解が裁判例で示されている（例えば，東京地判平成 26 年 12 月
25日判タ 1420 号 312 頁，東京地判平成 28年 1月 29日判時 2323 号 67頁など）。
結局，わが国の外国扶養裁判承認執行ルールにおいては，確定の概念は，









































60　この点を指摘するものとして，Hans-Joachim Dose（hers.）/Dose, Das Unterhaltsrecht 
in der familienrichterlichen Praxis, 9. Aufl., München 2015, Rn.706.
61　この点，2017年6月2日に公布され，2020年4月1日施行の改正民法債権法の中間試案
中の外国通貨の部分について，議論やパブリックコメントへの回答などの議論を踏まえ
た上で検討を行ったものとして，Manabu Iwamoto, Payments in Foreign Currency and 
Exchange Rate Fluctuations: From the Perspective of East Asian Countries, 富大経済論
集64巻2号（2018）, 97頁以下。
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Linda D, Elrod, Robert G, Spector, Review of the Year in Family Law 2011-2010: "DOMA" 
Challenges Hit Federal Courts and Adbuction Cases Increase, Family Law Quarterly 46 
(2013), pp, 521.
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－75 （　  ）－
れていること」を意図するものであるが 69，相手国にわが国の承認例がない場
合には判断に窮することになる。この点，最高裁は，最判昭和 58 年 6 月 7 日







































































的な裁判であれば足りるとするのが判例の立場であり（最判平成 10 年 4 月 28









































びオセアニア地区の国では 2019 年 12 月現在加盟国はなく，わが国も静観して
292







（本研究は JSPS 科研費 JP17K17748 の助成を受けたものである。）
提出年月日：2019 年 12 月 13 日
80　同条約に関する加入の可否への現状分析については，岩本「前掲論文」注（7）58頁以下，
池田綾子「国際扶養をめぐる実務的諸問題」国際私法年報20号（2019）86頁以下など。
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